
○北茨城市民病院医療技術者養成奨学資金貸与条例 

昭和５０年３月２８日 

条例第１０号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、北茨城市民病院（以下「市民病院」という。）の医療業務に将来

従事しようとする者の養成に資するため、奨学資金の貸与について必要な事項を定め

るものとする。 

（適用） 

第２条 奨学資金は、次に掲げる学校、養成所、大学又は養成施設（以下「学校等」と

いう。）に在学する者で、将来市民病院において業務に従事しようとするものに貸与

する。 

（１） 保健師助産師看護師法（昭和２３年法律第２０３号）第２０条第１号又は第

２号の規定により指定された助産師の学校又は養成所、大学 

（２） 保健師助産師看護師法第２１条第１号、第２号又は第３号の規定により指定

された看護師の大学、学校又は養成所、大学 

（３） 理学療法士及び作業療法士法（昭和４０年法律第１３７号）第１１条第１号

又は第２号の規定により指定された理学療法士の学校又は養成施設 

（４） 理学療法士及び作業療法士法第１２条第１号又は第２号の規定により指定さ

れた作業療法士の学校又は養成施設 

（奨学資金の種類及び額） 

第３条 奨学資金の種類及び額は、次のとおりとし、毎年度予算の範囲内で貸与する。 

入学支度金一時金 １０万円 

奨学金月額 ５万円 

（貸与の決定及び交付） 

第４条 奨学資金は、これを受けようとする者の申請により、病院事業の管理者（以下

「管理者」という。）が貸与の決定を行い、次の各号に掲げる方法により交付する。 

（１） 入学支度金は、貸与を決定した月に交付する。 

（２） 奨学金は、第７条の規定による月の分を除き、貸与を決定した月分から当該

学校等の正規の修学期間を終了する月分までを毎月ごとに交付する。 

（保証人） 

第５条 奨学資金の貸与を受けようとする者は、保証人２人を立てなければならない。 

２ 保証人のうち１人は、父母又はこれに代わる者（奨学資金の貸与を受けようとする

者が未成年である場合にあっては、法定代理人）としなければならない。 

３ 保証人は、奨学資金を受けた者（以下「奨学生」という。）と連帯して第８条及び

第１２条の規定により債務を負担しなければならない。 

（貸与の停止） 

第６条 管理者は、奨学生が次の各号の一に該当するに至ったときは、将来に向って奨

学金の貸与を停止するものとする。 

（１） 心身の故障のため修学を継続する見込みがなくなったと認められるとき。 

（２） 学業成績が著しく不良となり卒業の見込みがなくなったと認められるとき。 

（３） 奨学金の貸与を辞退したとき。 

（４） 退学し、又は死亡したとき。 

（５） その他奨学金の貸与の目的を達成する見込みがなくなったとき。 

（貸与の休止、保留等） 

第７条 管理者は、奨学生が休学し、又は停学の処分を受けたときは、休学し、又は停

学の処分を受けた日（その日が月の初日であるときは、その前日）の属する月の翌月

分から復学した日（その日が月の初日であるときは、その前日）の属する月分までの



奨学金の貸与を休止するものとする。 

２ 管理者は、奨学生が正当な理由がないにもかかわらず、この条例に基づく規則の規

定による書類の提出その他の手続きを怠ったときは、当該手続きを終了するまでの

間、奨学金の交付を一時保留することができる。 

（返還） 

第８条 奨学生は、奨学資金の全部又は一部を返還しなければならない。 

２ 前項の規定による返還の期限は、修学期間の終了若しくは貸与の停止後又は第９条

の規定による返還の猶予の適用を受けないこととなった日以後管理者の指定する日ま

でとし、返還の方法は、管理者の定めるところによる。 

（返還の猶予） 

第９条 管理者は、奨学生が次の各号のいずれかに該当する場合は、その事由が継続す

る間、奨学資金の返還の債務を猶予することができる。 

（１） 第２条各号に規定する学校等を卒業後引き続き市民病院に勤務していると

き。 

（２） 第４条第２号に規定する学校等を卒業後引き続き他の資格を有する目的のた

め当該学校等以外の第２条各号に規定する学校等に修学しているとき。 

（３） 災害、傷病その他やむを得ない事由により管理者が猶予することを適当と認

めたとき。 

（返還の債務の当然免除） 

第１０条 管理者は、奨学生が次の各号のいずれかに該当するに至ったときは、貸与し

た奨学資金の返還の債務の全部を免除する。 

（１） 奨学資金貸与期間（市民病院に勤務することとなった資格を取得するために

奨学資金の貸与を受けた期間をいう。）の１．５倍に相当する期間（相当する期間

に１月未満の端数を生じたときは、当該端数を１月として算入した期間。以下「当

然免除相当期間」という。）市民病院に勤務したとき。 

（２） 前号に規定する勤務期間中に死亡し、又は業務に起因する心身の故障により

勤務を継続することができなくなったとき。 

（返還の債務の裁量免除） 

第１１条 管理者は、奨学生が次の各号のいずれかに該当するに至ったときは、貸与し

た奨学資金の返還の債務のうち、履行期日が到来していない部分の全部又は一部を免

除することができる。 

（１） 前条第１号に規定する場合を除くほか、当然免除相当期間の３分の２に相当

する期間（相当する期間に１月未満の端数を生じたときは、当該端数を１月として

算入した期間）以上市民病院に勤務したとき。 

（２） 前条第２号に該当する場合を除くほか、災害又は傷病その他やむを得ない事

由により勤務を継続することができなくなったとき。 

（延滞金） 

第１２条 管理者は、奨学生が正当な理由がないにもかかわらず、奨学資金を返還すべ

き日までにこれを返還しなかったときは、当該返還すべき日の翌日から返還の日まで

の日数に応じ、返還すべき額に年１４．５パーセントの割合を乗じて計算した額に相

当する延滞金を徴収することができる。 

（健康診断書等の提出） 

第１３条 奨学生は、毎年健康診断書及び学業成績表その他管理者が定める必要書類を

管理者に提出しなければならない。 

（委任） 

第１４条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な事項は、管理

者が定める。 



附 則 

この条例は、昭和５０年４月１日から施行する。 

附 則（昭和６２年条例第２０号） 

この条例は、公布の日から施行し、昭和６２年５月１日から適用する。 

附 則（平成５年条例第１３号） 

この条例は、平成５年４月１日から施行する。 

附 則（平成９年条例第２４号） 

この条例は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則（平成１４年条例第４号） 

この条例は、平成１４年３月１日から施行する。 

附 則（平成２４年条例第２２号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の改正規定は、平成２５年１

月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行前にこの条例による改正前の北茨城市立総合病院医療技術者養成奨

学資金貸与条例（以下「旧条例」という。）の規定によりされた処分、手続その他の

行為は、この条例による改正後の北茨城市立総合病院医療技術者養成奨学資金貸与条

例（以下「新条例」という。）の規定によりされた処分、手続その他の行為とみな

す。 

３ 新条例第１０条第１号の適用については、この条例の施行の際現に旧条例第１１条

の規定により返還の猶予の適用を受けている者であって、当然免除相当期間が旧条例

第９条第１号又は第２号に規定する勤務期間を超えることになるものに限り、なお従

前の例による。 

附 則（平成２６年条例第２６号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２６年１１月１日から施行する。 

６ この条例の施行の際現に改正前の北茨城市立総合病院医療技術者養成奨学資金貸与

条例第９条第１号の規定により返還の猶予の適用を受けている者の改正後の北茨城市

民病院医療技術者養成奨学資金貸与条例の適用については、第１０条第１号及び第１

１条第１号中「勤務したとき」とあるのは「勤務したとき（市立総合病院に勤務した

期間を含む。）」とする。 

附 則（平成２７年条例第１７号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

８ この条例による改正前の北茨城市民病院医療技術者養成奨学資金貸与条例の規定に

より、市長がした処分その他の行為で現にその効力を有するもの又は市長に対してさ

れた申請その他の行為は、この条例による改正後の北茨城市民病院医療技術者養成奨

学資金貸与条例の規定により管理者がした処分その他の行為又は管理者に対してされ

た申請その他の行為とみなす。 

 


